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資料２

第2回サンゴ礁保全行動計画
策定会議

サンゴ礁保全・再生に向けた
統合的沿岸管理分科会の

報 告

サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

【目的】

サンゴ礁保全行動計画に記載する行動を、海域に限らず陸域も含めた統合的な
沿岸管理の考え方も踏まえつつ検討する。

【分科会】

• 第1回分科会（平成20年8月7日、東京）

• 第2回分科会（平成20年8月29日、沖縄）

• 第3回分科会（平成20年10月16日、東京）

• 第4回分科会（平成20年12月25日、東京）

• 第5回分科会（平成21年2月11日、沖縄）

【進め方】

毎回主要なテーマについて、有識者や行政から事例・取組等を紹介して頂き、そ
れらを元に議論して、サンゴ礁保全行動計画に盛り込むべき提言等を抽出。



2

資料２

サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

第1回分科会（平成20年8月7日、東京）

【議題・テーマ】
• サンゴ礁域及びサンゴ群集域の考え方について
（それぞれの特徴を整理した資料）

• サンゴ礁に影響を及ぼす主要な要因及び対策について
（主要な要因・対策の一覧資料）

• 水産庁のサンゴ礁保全に向けた取り組みについて（プレゼン）
• 統合的沿岸管理について（プレゼン）

【主な提言】

• 対象範囲は「サンゴ礁域」、「高緯度サンゴ群集」とし、合わせて議論を進める。

• サンゴや水質の現状把握の強化； 既存の情報・データを有効活用するための整
備が必要。

• サンゴ礁の付加価値を高め、環境教育や地域づくりにも活用できる仕組が必要。

• 国際連携、ローカルな対策等についても整理・議論すべき。

サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

第2回分科会（平成20年8月29日、沖縄）

【議題・テーマ】

• 陸域起源負荷の低減対策について

－行政が実施している取組・対策の一覧資料

－沖縄県の赤土等流出防止条例の取組・今後の対策について（プレゼン）

• 海域の保全地域について

－MPA等の国際的位置づけ、海域の保全地域に関する制度等資料

－サンゴ礁生態系とMPA、漁獲量に対するMPAの効果（プレゼン）

【主な提言】

• サンゴの環境変化に対する耐性を明らかにする必要がある。

• 流域協議会等の活動を評価するためにモニタリングの場所を一致させるべき。

• 水質やサンゴに及ぼす影響等の研究・モニタリングを強化すべき（流入源の栄養
塩調査、複合汚染の影響等）

• 継続的なモニタリング実施体制を整備すべき。
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サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

第3回分科会（平成20年10月16日、東京）

【議題・テーマ】

• サンゴ礁と持続的な観光について（プレゼン）

－サンゴ礁と持続的な観光（統計資料から見たサンゴ礁観光の状況）

－持続可能な里海づくり（高知・柏島での取組事例）

－サンゴ礁と持続的な観光（沖縄・座間味での取組事例）

－ダイバーによるサンゴ礁・海洋保全の取組（沖縄・北谷取組事例）

【主な提言】

• 地域の資源を保全しながら持続的に活用した観光に関する環境教育及び人材育
成が必要。

• 持続可能な観光のために、観光客やダイバーの質を上げたり、協定やルールを
普及していく施策が必要。

サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

第4回分科会（平成20年12月25日、東京）

【議題・テーマ】

• サンゴの移植について（プレゼン）

• オニヒトデ等の駆除について（オニヒトデ対策・駆除実績等の資料）

• モニタリングについて

－行政が行うモニタリング； 市民と行政の連携によるモニタリング（プレゼン）

• これまでの意見のとりまとめ

（第１～３回分科会で出された提言等を要約・整理した資料）

【主な提言】

• サンゴ移植が有効な保全につながるような全体の計画が必要。

• モニタリングの計画を明確化し、行政と研究者、民間のNGOなどが協力できる枠
組をつくることが必要。

• 地域全体のビジョンの一部分として保全再生をやれるような方向性を示すべき。

• 行動計画はポジティブな表現で多様な団体が参加しやすいようにすべき。
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サンゴ礁保全・再生に向けての
統合沿岸管理分科会

第5回分科会（平成21年2月11日、沖縄）

【議題・テーマ】

• これまでの経緯について（プレゼン）

• 沖縄での取組について

－沖縄県サンゴ礁保全推進協議会について（プレゼン）

－国際サンゴ礁年沖縄ワーキンググループ

• 「生態系保全調和型地域づくり」に関する意見交換

－サンゴ礁保全行動計画の策定について（第1回策定会議で用いた資料の抜粋）

【主な提言】

• 公共事業とサンゴ礁保全について提言が必要。

• 観光・レジャーに伴うオーバーユースについての対策が必要。

• 保全すべき対象及び計画を働きかける対象を整理する必要がある。

• 海砂の採取について、具体的なデータを集める必要がある。

• 大人、学校、観光客等を対象とした環境教育、普及啓発の推進が必要。


